
証券コード　5194
平成26年６月11日

株 主 各 位
神 奈 川 県 厚 木 市 元 町 ２ 番 １ 号

相模ゴム工業株式会社
代表取締役社長   大　跡　一　郎

第81回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜りありがたく厚くお礼申しあげます。
さて、当社第81回定時株主総会を下記により開催いたしますので、

ご出席くださいますようご通知申しあげます。
なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成26年６月25日（水曜日）
午後５時までに到着するようご返送をお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成26年６月26日（木曜日）午前10時
２．場 所 神奈川県厚木市元町２番１号

当社本社会議室
３．目 的 事 項

報 告 事 項 １．第81期（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）
事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会
の連結計算書類監査結果報告の件

２．第81期（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）
計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役３名選任の件
第４号議案 当社株式等の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）

の継続の件

以　上

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。
当日代理人により議決権を行使される場合は、他の議決権を有する株主１名に

委任することができます。この場合は、代理権を証明する書面をご提出ください。
なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が

生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　
http://www.sagami-gomu.co.jp/）に掲載させていただきます。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

(平成25年４月１日から)平成26年３月31日まで

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、日銀による積極的な金融緩和と政

府による財政政策により円高是正と株価上昇が進み、緩やかな景気回復基調

となりました。

一方、原材料価格の高騰、欧州経済の長期停滞、中国をはじめとする新興

国経済の成長鈍化等から、先行き不透明な状況が続きました。

このような環境のもと、当社グループは持続的な成長に向けた製品開発力

の強化や国内及び海外事業での収益力の向上のための販売活動に取組んでま

いりました。

ヘルスケア事業は、国内においてポリウレタン製コンドームが堅調に伸長

し、革新的な新製品サガミオリジナル０．０１（ゼロゼロワン）の開発やラ

テックス製コンドームの積極的な営業展開等を行ってまいりました。

プラスチック製品事業は、既存顧客の深耕や新規顧客の開拓、末端ユーザ

ーへの積極的なアプローチを進めたことにより販売数量は増加し、稼働率は

向上したものの、円安基調や原油価格の高止まりにより依然として原料高が

継続する厳しい状況下、販売価格への転嫁を図ってまいりました。

その他の事業では介護事業を中心とした、安心・安全を確保した信頼され

る入浴サービスや地域に根ざしたきめ細やかな居宅介護や在宅介護サービス

を実施し、顧客満足度の向上に努めてまいりました。

これらの結果、当連結会計年度において売上高は43億１百万円（前期比

6.9％増）、営業利益は３億４千５百万円（前期比13.8％増）、経常利益は為

替差益２億９百万円を計上し６億１千１百万円（前期比33.5％増）、当期純

利益は４億８百万円（前期比34.5％増）となりました。
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企業集団の事業別売上高

区 分 売 上 高（百万円） 構 成 比（％） 前期比増減率（％）

ヘ ル ス ケ ア 2,802 65.1 10.7

プ ラ ス チ ッ ク 製 品 1,267 29.5 0.6

そ の 他 232 5.4 △0.7

合 計 4,301 100.0 6.9

（注）上記金額には消費税等は含まれておりません。

②　設備投資の状況

当連結会計年度における設備投資の総額は９億７千万円であり、その主な

ものはヘルスケア事業の更新を目的とした製造設備の取得であります。

③　資金調達の状況

設備投資等に関する資金は、全額自己資金を充当しております。

(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分
第　78　期

(平成23年３月期)
第　79　期

(平成24年３月期)
第　80　期

(平成25年３月期)

第　81　期
(当連結会計年度)
(平成26年３月期)

売 上 高 (百万円) 4,343 3,827 4,024 4,301

経 常 利 益 (百万円) 276 74 458 611

当 期 純 利 益 (百万円) 149 78 304 408

１株当たり当期純利益 (円) 13.77 7.18 27.96 37.61

総 資 産 (百万円) 5,781 5,970 6,483 7,462

純 資 産 (百万円) 2,680 2,577 3,066 3,546

１株当たり純資産額 (円) 230.91 221.84 263.76 305.17
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

株 式 会 社
ラ ジ ア テ ッ ク ス

千EUR ％
医 療 機 器 の 販 売2,370 99.16

相模マニュファクチャ
ラ ー ズ 有 限 公 司

千M＄
医 療 機 器 の 製 造 販 売120,000 91.60

(4) 対処すべき課題

当社グループは現代の変化の激しい国際化の進行する不確実性時代に、大局

的見地から経営の在り方を見つめ、情報活用、科学的思考、自由闊達の精神を

基盤に、時代に即したビジネスを展開する所存です。安易な選択・集中戦略に

陥ることなく、手掛けた分野各々について粘り強い努力により今後も持続的発

展を目指します。

当社グループの照準とする領域は主として世界人口70億人の上位10％の高所

得者層で、モノを超えたユーザーのニーズに応える高付加価値の商品・サービ

スの提供に心掛け、高収益を確保する「小さくても光る会社」を標榜いたしま

す。

成長に対する姿勢では、ビジネスの短兵急な拡大路線に邁進せず、能力に見

合った着実な成長で長期的反映を求めます。

国際戦略では国内外の有為な人材を広く登用しつつ各市場の特性を踏まえた

政策で、真の国際企業を実現すべく開かれた経営を模索いたします。

本年当社は創業80周年を迎えますが、新製品の研究・開発、生産システムの

見直し、新販売法の研究、社員の育成、新事業の起業等々あらゆる側面でイノ

ベーションマインドを発揮して将来に亘る磐石な経営基盤を確立すべく積極的

な施策を展開いたします。
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(5) 主要な事業内容（平成26年３月31日現在）

医療機器（避妊用具等）、プラスチック製品（包装用フィルム・シート等）、

ヘルスケア製品の製造及び販売、要介護高齢者及び障害者等に対する居宅サー

ビス事業及び居宅介護支援事業

(6) 主要な営業所及び工場（平成26年３月31日現在）

相模ゴム工業株式会社　　本社　　神奈川県厚木市元町２番１号

工場　　本社工場　（神奈川県厚木市）

静岡工場　（静岡県焼津市）

福岡工場　（福岡県筑紫野市）

営業所　東京営業所（東京都世田谷区）

関西営業所（兵庫県尼崎市）

株式会社ラジアテックス　　　　　　　　  　（フランス・パリ市）

相模マニュファクチャラーズ有限公司　　　　（マレーシア・ペラ州）

(7) 使用人の状況（平成26年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

545（60）名 7名増

（注）　使用人数は就業人員であり、臨時使用人数は（　）内に年間の平均雇用人員数を外数

で記載しております。

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

196（60）名 3名減 41.9歳 18.6年

（注）　使用人数は就業人員であり、臨時使用人数は（　）内に年間の平均雇用人員数を外数

で記載しております。
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(8) 主要な借入先の状況（平成26年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 横 浜 銀 行 1,080百万円

株 式 会 社 八 千 代 銀 行 400

株 式 会 社 静 岡 銀 行 200

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 100

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 100

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 100

株 式 会 社 神 奈 川 銀 行 100

株 式 会 社 り そ な 銀 行 50

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。

２．会社の現況
(1) 株式の状況（平成26年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 43,740,000株
②　発行済株式の総数 10,937,449株
③　株主数 2,737名
④　大株主（上位11名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

大 跡 一 郎 1,060千株 9.76％

大 跡 典 子 984 9.05

株 式 会 社 横 浜 銀 行 536 4.94

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 株 式 会 社 410 3.77

相 模 産 業 株 式 会 社 324 2.98

田 中 　 都 216 1.99

株 式 会 社 八 千 代 銀 行 200 1.84

関 　　 　根 　     千 　代 　子 120 1.10

林 豊 101 0.93

凸 版 印 刷 株 式 会 社 100 0.92

株 式 会 社 神 奈 川 銀 行 100 0.92

（注）　持株比率は自己株式（64,720株）を控除して計算しております。
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(2) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（平成26年３月31日現在）

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役社長 大 跡 一 郎
株式会社ラジアテックス社長
相模マニュファクチャラーズ有限公司社長

代表取締役常務 武 田 雅 貴 ヘルスケア事業部製造本部本部長

取 締 役 吉 田 邦 夫 管理本部本部長兼経営計画室室長

取 締 役 福 田 耕 一
プラスチック事業部事業部長兼
プラスチック営業本部本部長

取 締 役 原 　 信 司 ヘルスケア事業部営業本部本部長

取 締 役 蓼 沼 茂 夫 ヘルスケア事業部製造本部副本部長

常 勤 監 査 役 和 田 　 孚

常 勤 監 査 役 三 沢 博 之

監 査 役 佐 藤 正 二

監 査 役 大 跡 典 子 相模産業株式会社取締役

（注）１．常勤監査役三沢博之及び監査役佐藤正二、大跡典子の３氏は、社外監査役でありま

す。

２．常勤監査役和田孚氏及び三沢博之氏は、以下のとおり、財務及び会計に関する相当

程度の知見を有しております。

・常勤監査役和田孚氏は、当社の管理本部本部長を務め、財務・会計業務に携わっ

てきた経験があります。

・常勤監査役三沢博之氏は、三井物産株式会社経理部門において昭和36年４月から

平成６年３月まで在籍し、通算33年にわたり財務及び会計に関する業務に従事し

ておりました。

３．当社は、三沢博之氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取

引所に届け出ております。
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②　取締役及び監査役の報酬等の総額

区 分 人 員 報 酬 等 の 総 額

取 締 役 7名 54,870千円

監 査 役 4 10,300

合 計 11 65,170

（注）１．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２．上記のうち、社外役員は３名で、支給額は5,100千円であります。

３．取締役の報酬限度額は、平成６年６月29日開催の第61回定時株主総会において年額

150,000千円以内と決議いただいております。

４．監査役の報酬限度額は、平成11年６月29日開催の第66回定時株主総会において年額

25,200千円以内と決議いただいております。

５．上記の人員には、平成25年６月26日開催の第80回定時株主総会終結の時をもって退

任した取締役１名が含まれております。なお、当事業年度末日現在の会社役員の人

数は、取締役６名、監査役４名であります。

６．上記の支給額には、平成25年６月26日開催の第80回定時株主総会の決議に基づき、

同総会終結の時をもって退任した取締役１名に対して支給した役員退職慰労金

3,000千円が含まれております。

③　社外役員に関する事項
イ．他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

監査役大跡典子氏は、相模産業株式会社の取締役であります。当社は
相模産業株式会社との間に製品販売等の取引関係があります。

ロ．当事業年度における主な活動状況
取締役会及び監査役会への出席状況及び発言状況
監査役三沢博之氏は、当事業年度において取締役会は６回のうち２

回出席、監査役会は３回の全てに出席し、発言は出席の都度適宜行わ
れ、適切な意見の表明がありました。
監査役佐藤正二氏は、当事業年度において取締役会は６回のうち２

回出席、監査役会は３回の全てに出席し、発言は出席の都度適宜行わ
れ、適切な意見の表明がありました。
監査役大跡典子氏は、当事業年度において取締役会は６回のうち２

回出席、監査役会は３回のうち２回出席し、発言は出席の都度適宜行
われ、適切な意見の表明がありました。

ハ．会社または会社の特定関係事業者の業務執行者との親族関係
監査役大跡典子氏は、当社代表取締役大跡一郎氏の３親等以内の親族

であります。
ニ．責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。
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(3) 会計監査人の状況

①　会計監査人の名称

  應和監査法人

②　会計監査人に対する報酬等の額

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 21,000千円

当社及び当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益
の合計額

21,000千円

（注）　当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法上の会計監査人の監査に対する

報酬等の額と金融商品取引法上の監査に対する報酬等の額を区別していないため、当

事業年度に係る会計監査人の報酬等の額には、これらの合計額を記載しております。

③　会計監査人の解任または不再任の決定の方針

  決定しておりません。

④　当社の会計監査人以外の公認会計士または監査法人の当社の子会社の計

算書類監査の状況

  当社の重要な子会社のうち、株式会社ラジアテックス及び相模マニュファ

クチャラーズ有限公司は、当社の会計監査人以外の公認会計士または監査法

人（外国におけるこれらの資格に相当する資格を有する者を含む）の監査（会

社法または金融商品取引法（これらの法律に相当する外国の法令を含む）の

規定によるものに限る）を受けております。
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(4) 業務の適正を確保するための体制
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ

の他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下
のとおりであります。

①　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制

取締役は、コンプライアンスの強化を重要な経営テーマとして認識し、法
令及び定款並びに社内規則等に準拠し、職務を執行し、また各自が適時に、
教育・指導を受けることにより取締役が法令及び定款に適合することを確保
する。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務の執行に係る情報については、社内管理を徹底し、保存及び

管理する。これら文書は、必要に応じて閲覧することができるものとする。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
当社に存在するであろうリスクを各取締役・事業部門・セクションは、常

時把握し適時に評価・分析する。新たに発生したリスクは、速やかにリスク
対応責任者を決め対処する。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
取締役の職務の執行を効率的に行うために、定例の取締役会を開催する他、

重要な案件に関しては、必要に応じ常務会を開催し、迅速に意思決定を行う。
また、適時、経営会議が招集・協議され、取締役会での効率的な運営を図り、
取締役の職務の執行内容が報告される。

⑤　使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制

使用人は、コンプライアンスを充分に認識し、法令及び定款並びに社内規
則等に準拠し、職務を執行し、また各自が適時に、教育・指導を受けること
により使用人が法令及び定款に適合することを確保する。

⑥　会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための
体制

企業集団各社の取締役及び使用人は、それぞれの法令及び定款並びに社内
規則等に準拠し、職務を執行し、また、当社取締役の子会社取締役の兼務等
により、取締役会にて業務内容が報告され、業務の適正を確保する。

⑦　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における
当該使用人に関する事項

監査役会より要請された場合、取締役会と協議し、監査役の職務を補助す
るための使用人を設置するものとする。
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⑧　前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項
監査役の補助使用人については、当社の業務から独立し、監査役の指揮命

令に服するものとする。

⑨　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への
報告に関する体制

取締役及び使用人は、職務執行に関し、会社に重要な影響を及ぼす事象や
法令及び定款に抵触する行為や事実が発生するおそれがある時は、速やかに、
監査役に報告する。監査役は、稟議書、取締役会議事録その他監査業務に関
する書類を閲覧し、取締役及び使用人にその説明を求める。

⑩　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
監査役は、取締役会及び経営会議に適時、出席し、取締役及び使用人と経

営における運営方法、リスク等の情報を共有し、適時アドバイスし、取締役
との連携を図る。

(5) 会社の支配に関する基本方針
　当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を
定めており、その内容の概要は以下のとおりであります。
①　当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方
　　針の内容
当社は、金融商品取引所に株式を上場している会社として、市場における

当社株式の自由な取引を尊重し、特定の者による当社株式の大規模買付行為
であっても、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上
に資するものである限り、これを一概に否定するものではありません。また、
最終的には株式の大規模買付提案に応じるかどうかは株主の皆様の決定に委
ねられるべきだと考えています。
ただし、株式の大規模買付提案の中には、たとえばステークホルダーとの

良好な関係を保ち続けることができない可能性があるものなど、当社グルー
プの企業価値ひいては株主共同の利益を損なうおそれのあるものや、当社グ
ループの価値を十分に反映しているとは言えないもの、あるいは株主の皆様
が最終的な決定をされるために必要な情報が十分に提供されないものもあり
えます。そのような提案に対して、当社取締役会は、株主の皆様から負託さ
れた者の責務として、株主の皆様のために、必要な時間や情報の確保、株式
の大規模買付提案者との交渉などを行う必要があると考えております。

②　会社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成その他の基本方針の実
　現に資する特別な取組み

（企業価値向上への取組み）
当社は地球の環境問題、食糧需給のアンバランス、飢餓・貧困等諸問

題に大きく関わりを持つ人口爆発に対処すべく、世界市場を舞台に選び、
意義ある事業を発展させ、真の意味での豊かな社会作りに貢献すること
を目指して全社員で日々挑戦しております。社員のその取組みにおける
基本姿勢は、社会変化を素早く、的確に捉え、ユーザーや消費者の方々
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が求める高品質、高付加価値の商品・サービスを独自の発想の開発手法
と企画力を駆使して提供することにあります。また、今まで世に送り出
してきた当社製品が象徴するように、他社に安易に追随する類似製品の
上市やマーケティング手法の模倣を極力排除し、ユーザーや消費者の
方々が求める高品質で個性溢れるユーティリティーの高い製品・サービ
スを提供することを念頭に日々業務に当たっております。
当社の発展の尺度については必ずしも量的追求に主眼を置かず、利益

の最大化及びユーザーや消費者並びに株主の皆様の満足度の最大化をそ
の規準としております。従いまして、当社の基本的方針のキーワードは、
以下のように表されると存じます。

・物心両面での豊かな社会作り
・高価値商品・サービスの提供
・利益の最大化
・創造性重視
・社員の自主性の醸成
・柔軟性と即応性を持った経営
・グローバリゼーション対応

昭和９年創業以来、当社に根付いた経営理念や長年にわたり蓄積され
た開発・生産・営業に関する技術・知識・ノウハウ、取引先との協力関
係、営業及びそのネットワークなど、当社の主力事業でありますヘルス
ケア事業やプラスチック製品事業に対する深い理解や造詣が今後の経営
においては、一層ますます重要になってまいります。

当社は変化の激しい現在の社会状況下、確固たる経営基盤とどんな変
化にも対応が可能な体制を継続的に追求してまいります。また、各事業
の活動については経営の集中化及び効率化を進め、創造性の高い製品・
サービスの供給に一層拍車を掛けて取組むことで、他社と差別化できる
独自性を強く打ち出してまいります。一方、コスト面においてもその優
位性を発揮すべく、日々改善の努力をしつつ、システム変更まで視野に
入れた抜本的改革にも着手いたします。

グループ会社の経営に当たっても、グループ全体として有機的に機能
すべく、グローバリゼーション戦略の実現を継続し、目指します。

創業以来の当社及び当社グループの取組みの積み重ねが現在の企業価
値の源泉になっており、このような取組みを通じて、企業収益の拡大を
図ることにより、取引先、従業員等のステークホルダーとの信頼関係を
より強固なものにし、中長期的に企業価値ひいては株主共同の利益の向
上に資することができると考えております。
（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方）

当社は、コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方として、
全社員一丸となって、社会における企業のあり方・使命を肝に銘じ、株
主・消費者・取引先の信頼をそこなわない、事業活動の向上を目指して
おります。
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よって、当社は、法令を誠実に遵守し、株主利益の最大化に努め、社
会的良識をもって行動することにより、社会貢献、企業価値の向上を図
ります。
また、当社は、常務会及び取締役会並びに幹部社員参加の経営会議に

おいて、経営の透明性を高め、意思決定のスピードアップにも努めてお
ります。
なお、監査役会は、３名を社外監査役とし、監査の独立性を維持し、

取締役の職務執行や意思決定事項を客観的に監査・監視できる体制とし
ており、加えて内部統制の実効化によりコーポレート・ガバナンスを強
化しております。

③　基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決
定が支配されることを防止するための取組み

当社株式の大規模買付行為を行おうとする者が遵守すべきルールを策定す
るとともに、一定の場合には当社が対抗措置をとることによって大規模買付
行為を行おうとする者に損害が発生する可能性があることを明らかにし、こ
れらを適切に開示することにより、当社の企業価値ひいては株主共同の利益
に資さない当社株式の大規模買付行為を行おうとする者に対して、警告を行
うものです。

④　具体的な取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由
イ．前述②の取組みは、当社の企業価値を継続的かつ持続的に向上させる
ための具体的な方策として策定されたものであるので、前記①の基本方
針に沿い、株主の共同の利益を損なうものではなく、また当社役員の地
位の維持を目的とするものではないと判断しております。

ロ．前述③の取組みについては、大規模買付行為に関する情報提供を求め
るとともに、大規模買付行為が当社の企業価値を毀損する場合に対抗措
置を発動する可能性があることを定めるものであり、前記①の基本方針
に沿ったものであります。また、その導入については株主意思を尊重す
るため、株主総会で承認をいただき、更に取締役会によって恣意的な判
断がなされることを防止するために独立委員会を設置し、取締役は独立
委員会の勧告を最大限尊重するとともに、株主及び投資家の皆様に適時
に情報開示を行うことにより透明性を確保することとしています。した
がって、当社取締役会は、当該取組みが株主共同の利益を損なうもので
はなく、また当社役員の地位の維持を目的とするものではないと判断し
ております。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成26年３月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の　部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

土 地

建 設 仮 勘 定

そ の 他

無 形 固 定 資 産

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

そ の 他

貸 倒 引 当 金

（7,462,678）

3,926,524

1,269,797

1,603,522

289,136

322,081

400,964

52,865

58,125

△69,968

3,536,154

3,001,209

583,498

736,894

856,607

780,047

44,160

2,809

2,809

532,135

452,309

108,616

△28,789

（負　債　の　部） （3,915,927）

流 動 負 債 3,550,481

支払手形及び買掛金 877,642

短 期 借 入 金 2,130,000

未 払 法 人 税 等 171,479

賞 与 引 当 金 64,821

そ の 他 306,537

固 定 負 債 365,446

長 期 預 り 保 証 金 3,100

退職給付に係る負債 63,899

役員退職慰労引当金 225,726

資 産 除 去 債 務 5,278

繰 延 税 金 負 債 49,321

そ の 他 18,121

（純 資 産 の 部） 3,546,751

株 主 資 本 3,639,981

資 本 金 547,436

資 本 剰 余 金 681,385

利 益 剰 余 金 2,430,492

自 己 株 式 △19,333

その他の包括利益累計額 △321,899

その他有価証券評価差額金 161,518

為替換算調整勘定 △483,418

少 数 株 主 持 分 228,669

資 産 合 計 7,462,678 負 債 純 資 産 合 計 7,462,678

（注）　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(平成25年４月１日から)平成26年３月31日まで
（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 4,301,580

売 上 原 価 2,877,867

売 上 総 利 益 1,423,713

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,077,889

営 業 利 益 345,824

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 34,053

作 業 く ず 売 却 益 15,819

為 替 差 益 209,550

そ の 他 15,132 274,555

営 業 外 費 用

支 払 利 息 8,385

そ の 他 192 8,578

経 常 利 益 611,801

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 29,040 29,040

特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損 3,554

減 損 損 失 8,035 11,590

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 629,251

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 184,625

法 人 税 等 調 整 額 32,493 217,118

少 数 株 主 損 益 調 整 前 当 期 純 利 益 412,132

少 数 株 主 利 益 3,144

当 期 純 利 益 408,987

（注）　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(平成25年４月１日から)平成26年３月31日まで
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 547,436 681,385 2,130,243 △19,008 3,340,056

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △108,738 △108,738

当 期 純 利 益 408,987 408,987

自 己 株 式 の 取 得 △324 △324

株主資本以外の項目の当期
変 動 額 ( 純 額 )

－

当 期 変 動 額 合 計 － － 300,249 △324 299,924

当 期 末 残 高 547,436 681,385 2,430,492 △19,333 3,639,981

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

少数株主持分 純 資 産 合 計その他有価証
券評価差額金

為 替 換 算
調 整 勘 定

その他の包括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 160,174 △632,112 △471,937 198,050 3,066,169

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △108,738

当 期 純 利 益 408,987

自 己 株 式 の 取 得 △324

株主資本以外の項目の当期
変 動 額 ( 純 額 )

1,344 148,694 150,038 30,619 180,657

当 期 変 動 額 合 計 1,344 148,694 150,038 30,619 480,581

当 期 末 残 高 161,518 △483,418 △321,899 228,669 3,546,751

（注）　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　　２社

・主要な連結子会社の名称　　　　株式会社ラジアテックス

相模マニュファクチャラーズ有限公司

(2) 持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

(3) 連結子会社の決算日等に関する事項

連結子会社の決算日は、すべて12月31日であります。連結計算書類の作成に当たっては、

同決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、連結決算日との間に生じた重要な取

引については、連結上必要な調整を行っております。

(4) 会計処理基準に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定）によっております。

・時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法によっております。

ロ．たな卸資産

・製品、仕掛品　　　　　　　　主として総平均法による原価法（収益性の低下による

簿価切下げの方法）によっております。

・原材料、貯蔵品　　　　　　　主として移動平均法による原価法（収益性の低下によ

る簿価切下げの方法）によっております。

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産

（リース資産を除く）

当社は主として定率法を、在外連結子会社は主として

定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　３～50年

機械装置及び運搬具　２～20年

ロ．リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算

定する方法によっております。

ハ．長期前払費用　　　　　　　　均等償却しております。
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③　重要な外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　　　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。なお、在外子会社の資産及び負債は、決算日の直物為替

相場により、収益及び費用は在外子会社の会計期間に基づく期中平均相場により円貨に

換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めて計

上しております。

④　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金　　　　　　　　　売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率によっており、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。在外連結子会社

については、主として特定の債権について、その回収

可能性を勘案した所要額を計上しております。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、翌

連結会計年度支給見込額のうち、当連結会計年度負担

分を計上しております。

ハ．役員退職慰労引当金　　　　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく

当連結会計年度末要支給額を計上しております。

⑤　その他連結計算書類作成のための重要な事項

イ．退職給付に係る負債

　の計上基準

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。

ロ．消費税等の会計処理　　　　　消費税等の会計処理については、税抜方式を採用して

おります。なお、控除対象外の消費税等は一般管理費

（租税公課）で処理しております。

２．会計方針の変更に関する注記

　当連結会計年度より、「退職給付に関する会計基準」及び「退職給付に関する会計基準の適

用指針」を適用しています。これにより、退職給付債務から年金資産の額を控除した金額を

「退職給付に係る負債」として計上しております。

　なお、当該変更による営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益への影響はありませ

ん。
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３．表示方法の変更に関する注記

　（連結貸借対照表）

　前連結会計年度まで有形固定資産の「その他」に含めて表示しておりました「建設仮勘定」

は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より、区分掲記しました。

　なお、前連結会計年度の建設仮勘定は、267千円であります。

４．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

建物及び構築物 143,997千円

土地 17,303千円

計 161,300千円

上記の物件は、短期借入金1,080,000千円の担保に供しております。

なお、根抵当権の極度額は1,300,000千円であります。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 4,442,648千円
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５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 10,937,449株 －株 －株 10,937,449株

(2) 自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 63,600株 1,120株 －株 64,720株

（注）　自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。

(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

平成25年６月26日開催の第80回定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 108,738千円

・１株当たり配当額 10円

・基準日 平成25年３月31日

・効力発生日 平成25年６月27日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期になるもの

平成26年６月26日開催予定の第81回定時株主総会において次のとおり付議いたします。

・配当金の総額 108,727千円

・配当の原資 利益剰余金

・１株当たり配当額 10円

・基準日 平成26年３月31日

・効力発生日 平成26年６月27日

６．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①  金融商品に対する取組方針

　　資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行借り入れ

による方針であります。

　　なお、デリバティブ取引の利用は行いません。
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②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リ

スクに関しては、与信管理規定に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うととも

に、主な取引先の信用状況を四半期ごとに把握する体制としております。

　　投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に業務上の

関係を有する企業の株式であり、定期的に把握された時価が取締役に報告されております。

　　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であり、短

期借入金は主に営業取引に係る資金調達であります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　　平成26年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。

（単位：千円）

連結貸借対照表
計 上 額

時価 差額

① 現金及び預金 1,269,797 1,269,797 -

② 受取手形及び売掛金 1,603,522 1,603,522 -

③ 投資有価証券
　　その他有価証券

446,668 446,668 -

④ 支払手形及び買掛金 877,642 877,642 -

⑤ 短期借入金 2,130,000 2,130,000 -

（注）　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 5,641

　これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、

「③投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 305円17銭

(2) １株当たり当期純利益 37円61銭

８．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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貸　借　対　照　表
（平成26年３月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の　部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

短 期 貸 付 金

未 収 入 金

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 及 び 運 搬 具

工 具 器 具 及 び 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ ェ ア

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

(8,612,409)

3,212,874

399,410

801,907

1,535,425

218,661

30,073

148,146

5,704

156,234

478,507

39,959

13,006

△614,161

5,399,534

1,109,749

177,685

23,048

29,639

12,279

17,591

829,055

18,310

2,139

677

263

413

4,289,108

452,309

3,762,151

122,593

66,583

△114,528

（負　債　の　部） （3,852,409）

流 動 負 債 3,477,751

支 払 手 形 668,847

買 掛 金 318,204

短 期 借 入 金 2,130,000

リ ー ス 債 務 3,604

未 払 金 18,374

未 払 法 人 税 等 169,015

未 払 費 用 87,703

前 受 金 9,215

預 り 金 7,965

賞 与 引 当 金 64,821

固 定 負 債 374,658

リ ー ス 債 務 15,621

長 期 預 り 保 証 金 3,100

退 職 給 付 引 当 金 60,725

役員退職慰労引当金 225,726

資 産 除 去 債 務 5,278

繰 延 税 金 負 債 61,707

そ の 他 2,500

（純 資 産 の 部） （4,760,000）

株 主 資 本 4,598,481

資 本 金 547,436

資 本 剰 余 金 681,385

資 本 準 備 金 681,385

利 益 剰 余 金 3,388,993

利 益 準 備 金 136,859

そ の 他 利 益 剰 余 金 3,252,134

別 途 積 立 金 2,930,000

繰 越 利 益 剰 余 金 322,134

自 己 株 式 △19,333

評価・換算差額等 161,518

その他有価証券評価差額金 161,518

資 産 合 計 8,612,409 負 債 純 資 産 合 計 8,612,409

（注）　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

(平成25年４月１日から)平成26年３月31日まで
（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 4,910,651

売 上 原 価 3,641,891

売 上 総 利 益 1,268,759

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 908,588

営 業 利 益 360,171

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 12,513

作 業 く ず 売 却 益 14,334

為 替 差 益 90,007

そ の 他 9,788 126,644

営 業 外 費 用

支 払 利 息 8,385

そ の 他 1 8,387

経 常 利 益 478,427

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 2,848 2,848

特 別 損 失

固 定 資 産 除 売 却 損 1,369

減 損 損 失 8,035 9,405

税 引 前 当 期 純 利 益 471,870

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 179,240

法 人 税 等 調 整 額 30,584 209,825

当 期 純 利 益 262,045

（注）　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 23 －



株主資本等変動計算書

(平成25年４月１日から)平成26年３月31日まで
        （単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合　　計

資本準備金
資本剰余金
合　　　計

利益準備金

そ の 他
利益剰余金

利益剰余金
合　　　計別 途

積 立 金
繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 547,436 681,385 681,385 136,859 2,930,000 168,827 3,235,686 △19,008 4,445,499

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △108,738 △108,738 △108,738

当期純利益 262,045 262,045 262,045

自己株式の取得 △324 △324

株 主 資 本 以 外 の
項目の当期変動額
( 純 額 )

－

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － 153,307 153,307 △324 152,982

当 期 末 残 高 547,436 681,385 681,385 136,859 2,930,000 322,134 3,388,993 △19,333 4,598,481

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 160,174 160,174 4,605,674

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △108,738

当期純利益 262,045

自己株式の取得 △324

株 主 資 本 以 外 の
項目の当期変動額
( 純 額 )

1,344 1,344 1,344

当 期 変 動 額 合 計 1,344 1,344 154,326

当 期 末 残 高 161,518 161,518 4,760,000

（注）　記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　関係会社株式　　　　　　　　　移動平均法による原価法によっております。

②　その他有価証券

・時価のあるもの　　　　　　　　事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）によっております。

・時価のないもの　　　　　　　　移動平均法による原価法によっております。

③　たな卸資産

・製品、仕掛品　　　　　　　　　総平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下

げの方法）によっております。

・原材料、貯蔵品　　　　　　　　移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切

下げの方法）によっております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産　　　　　　　　　定率法によっております。

（リース資産を除く）　　　　　　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　３～50年

機械及び装置　２～10年

②　リース資産　　　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース

資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算

定する方法によっております。

③　長期前払費用　　　　　　　　　均等償却によっております。

(3) 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。

(4) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　　売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については、貸倒実績率によっており、貸倒懸念債

権等特定の債権については、個別に債権の回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、翌

事業年度支給見込額のうち、当事業年度負担分を計上

しております。

③　退職給付引当金　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。

④　役員退職慰労引当金　　　　　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく

当事業年度末要支給額を計上しております。

(5) その他計算書類作成のための基本となる事項

消費税等の処理方法　　　　　　　消費税等の会計処理については、税抜方式を採用して

おります。なお、控除対象外の消費税等は一般管理費

（租税公課）で処理しております。
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２．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

建物 143,997千円

土地 17,303千円

計 161,300千円

上記の物件は、短期借入金1,080,000千円の担保に供しております。

なお、根抵当権の極度額は1,300,000千円であります。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 2,781,235千円

(3) 関係会社に対する金銭債権、債務

①　短期金銭債権 1,376,675千円

②　長期金銭債権 87,374千円

③　短期金銭債務 92,435千円

３．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引　　　　 ①　売上高 756,415千円

②　仕入高 1,199,687千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度の末日における自己株式の数 64,720株

５．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

賞与引当金 23,076千円

退職給付引当金 21,618千円

役員退職慰労引当金 80,358千円

投資有価証券評価損 27,276千円

貸倒引当金繰入限度超過額 259,413千円

その他    35,346千円

小計 447,088千円

評価性引当額 △380,199千円

合計 66,889千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 84,071千円

その他     4,565千円

合計    88,637千円

繰延税金負債の純額 21,747千円
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６．関連当事者との取引に関する注記

(1) 子会社等

属 性
会社等の
名 称

資本金又
は出資金

事業の内容
又 は 職 業

議決権等の
所 有 ( 被 所
有)割合(％)

関 係 内 容

取引の内容
取引金額
(千　円)

科 目
期末残高
(千　円)役員の

兼任等
事 業 上
の 関 係

子会社
㈱ラジア
テックス

千EUR
2,370

医療機器
事業

99.16
［0.0］

兼 任
３ 名

当社製品の
販売

製品販売
資金の貸付

31,515
－

売 掛 金
短期貸付金
長期貸付金

516,645
151,136
87,374

子会社

相模マニュ
ファクチャ
ラーズ有限
公司

千M＄
120,000

医療機器
事業

91.60
［7.4］

兼 任
３ 名

当社製品の
製造販売

機械売却
原料支給
製品仕入

724,900
388,826

1,199,687

売 掛 金
未収入金
買 掛 金

251,600
457,293
92,435

（注）１．議決権所有割合の［外書］は、緊密な者等の所有割合であります。

２．取引金額及び期末残高には消費税等は含まれておりません。

３．取引条件及び取引条件の決定方針等

当社製品の販売及び原料支給並びに当社製品の仕入については、市場価格等を参考に

毎期価格交渉のうえ、一般取引条件と同様に決定しております。

４．㈱ラジアテックスに対する資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的

に決定しております。なお、担保は受け入れておりません。

(2) 役員及び個人主要株主等

属 性
会社等の
名 称

資本金又
は出資金
(千　円)

事業の内容
又 は 職 業

議決権等の
所 有 ( 被 所
有)割合(％)

関 係 内 容

取引の内容
取引金額
(千　円)

科 目
期末残高
(千　円)役員の

兼任等
事 業 上
の 関 係

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社

相模産業㈱ 100,000

主に医療日
用品販売

不動産賃
貸他

（所有）
当社役員大跡典子
及びその近親者が
100％直接所有
（被所有）
直接　2.98

兼 任
２ 名

当社製品
の販売

製品販売 33,894
売 掛 金
受取手形

61,759
4,137

当社社員
の出向

出向者の
労務費の
受取

12,885 － －

（注）１．取引金額には消費税等は含まれておりませんが、期末残高には消費税等が含まれてお

ります。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等

当社製品の販売については、市場価格等を参考に毎期価格交渉のうえ、一般取引条件

と同様に決定しております。

３．当社出向社員の労務費の受取額については、出向社員の給与支給額を勘案し、決定し

ております。

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 437円79銭

(2) １株当たり当期純利益 24円10銭

８．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平 成 26 年 ５ 月 14 日

相模ゴム工業株式会社

　取　締　役　会　御中

應和監査法人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 澤 田 昌 宏 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 澤 田 昌 輝 

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、相模ゴム工業株式会
社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の連結計算
書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計
算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これに
は、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に
表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが
含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場
から連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が
国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行っ
た。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかど
うかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき
監査を実施することを求めている。
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監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手す
るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又
は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択
及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するた
めのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応
じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に
関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針
及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と
しての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した
と判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、相模ゴム工業株式会社及び連結子会
社から成る企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を
すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。
以　上

－ 29 －



計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

平 成 26 年 ５ 月 14日

相模ゴム工業株式会社

　取　締　役　会　御中

應和監査法人

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 澤 田 昌 宏 

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 澤 田 昌 輝 

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、相模ゴム工業

株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第81期事業年度の

計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び

個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することに
ある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統
制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場
から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監
査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し
て監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書
に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査
計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
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監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監
査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断
により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の
有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク
評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算
書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す
る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経
営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附
属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した
と判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びそ
の附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において
適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ

り記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

当監査役会は、平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第81期事業
年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ
き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実

施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人から
その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。
各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、

職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通
を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会そ
の他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、
本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。
また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適
合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保する
ために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定め
る体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備され
ている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその
構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求
め、意見を表明いたしました。事業報告に記載されている会社法施行規則
第118条第３号イの基本方針及び同号ロの各取組みについては、取締役会そ
の他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えまし
た。子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報
の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の
方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について
検討いたしました。
さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施し

ているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状
況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査
人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社
計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平
成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受
け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度
に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個
別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連
結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討
いたしました。
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２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。
二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。
三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及
び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ
ん。

四　事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配
する者の在り方に関する基本方針については、指摘すべき事項は認
められません。事業報告に記載されている会社法施行規則第118条
第３号ロの各取組みは、当該基本方針に沿ったものであり、当社の
株主共同の利益を損なうものではなく、かつ、当社の会社役員の地
位の維持を目的とするものではないと認めます。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人應和監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。
(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人應和監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま
す。

平成26年５月21日

相模ゴム工業株式会社　監査役会

常勤監査役 和 田 　 孚 

常勤監査役(社外監査役)三 沢 博 之 

社外監査役 佐 藤 正 二 

社外監査役 大 跡 典 子 

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の処分の件

　当社は、企業価値の向上による株主利益の増大を目指すとともに、経営基盤

と収益力の強化に努め、株主の皆様に対し安定した配当を維持継続していくこ

とを基本方針としております。このような方針のもと、今後の事業展開等を勘

案して、以下のとおり当期の期末配当及びその他の剰余金の処分をいたしたい

と存じます。

１．期末配当に関する事項

(1) 配当財産の種類

金銭といたします。

(2) 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金10円といたしたいと存じます。

なお、この場合の配当総額は108,727,290円となります。

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

平成26年６月27日といたしたいと存じます。

２．その他の剰余金の処分に関する事項

(1) 増加する剰余金の項目とその額

別途積立金　　　　　　150,000,000円

(2) 減少する剰余金の項目とその額

繰越利益剰余金　　　　150,000,000円

第２号議案　定款一部変更の件

　１．提案の理由

今後の事業展開に備えるために、現行定款第２条(目的)につきまして、事

業目的を追加するものであります。

　２．変更の内容

　　　変更の内容は次のとおりであります。

（下線は変更部分であります。）

現 行 定 款 変 更 案

（目的） （目的）

第２条 　当会社は、次の事業を営むことを

目的とする。

第２条　　　（現行どおり）

　　１． ゴム製品の製造、加工及び販売 　　１．　　（現行どおり）
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現 行 定 款 変 更 案

　　２． 食品、日用雑貨品等の包装用プラ

スチックフィルム及び医療、事務

用品等のプラスチックフィルム、

シートの製造、加工及び販売

　　２．　　（現行どおり）

　　３． 老人及び身体障害者用の厨房道

具・車椅子等生活補助具の販売

　　３．　　（現行どおり）

　　４． 前各号の輸出入業務 　　４．　　（現行どおり）

　　５． 介護保険法に基づく居宅サービス

事業、居宅介護支援事業、介護予

防サービス事業、介護予防支援事

業及び障害者等に対する障害福祉

サービス事業

　　５．　　（現行どおり）

（新設） 　　６． 障害者総合支援法に基づく障害福

祉サービス事業及び地域生活支援

事業

　　６． 不動産の売買、賃貸及び管理業務 　　７．　　（現行どおり）

　　７． 倉庫業 　　８．　　（現行どおり）

　　８． 損害保険の代理業及び生命保険の

募集に関する業務

　　９．　　（現行どおり）

　　９． 前各号に付帯、関連する一切の業

務

　　10．　　（現行どおり）
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第３号議案　取締役３名選任の件

　本総会終結の時をもって、取締役　福田耕一、原信司、蓼沼茂夫の３氏は任

期満了となりますので、取締役３名の選任をお願いするものであります。

　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者

番　号

氏　　　　名

（生年月日）

略　　　　　　歴

（地位及び担当並びに重要な兼職の状況）

所有する当

社の株式数

１

ふく

福
 

　
だ

田
 

　
こう

耕
 

　
いち

一

（昭和26年１月９日生）

平成３年８月　当社入社

平成13年４月　当社プラスチック営業部次長

平成20年７月　当社プラスチック事業部事業部長

兼プラスチック営業本部本部長

平成22年６月　当社取締役（プラスチック事業部

事業部長兼プラスチック営業本部

本部長）

　　　　　　　現在に至る

8,000株

２

はら

原
 

　
 

　
 

　
しん

信
 

　
じ

司

（昭和36年11月２日生）

昭和60年４月　当社入社

平成20年７月　当社ヘルスケア事業部ヘルスケア

　　　　　　　営業部部長

平成24年６月　当社取締役（ヘルスケア事業部営

　　　　　　　業本部副本部長）

平成25年６月　当社取締役（ヘルスケア事業部営

　　　　　　　業本部本部長）

　　　　　　　現在に至る

－

３

たで

蓼
 

　
ぬま

沼
 

　
しげ

茂
 

　
お

夫

（昭和36年11月15日生）

昭和61年４月　当社入社

平成15年６月　当社医療機器製造部次長

平成20年４月　当社ヘルスケア事業部ヘルスケア

　　　　　　　製造部部長

平成24年６月　当社取締役（ヘルスケア事業部製

　　　　　　　造本部副本部長）

　　　　　　　現在に至る

3,000株

（注）各候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。
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第４号議案　当社株式等の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛策）の継続
の件

当社は、平成20年６月27日開催の当社定時株主総会にて株主の皆様のご承認
をいただき、「当社株券等の大規模買付行為に関する対応策」を導入いたしま
した。
その後、平成23年６月28日開催の当社定時株主総会にて、一部見直しをした

上で「当社株券等の大規模買付行為に関する対応策」を継続することを株主の
皆様にご承認いただきました。（以下、継続後の対応策を「現プラン」といい
ます。）。
現プランの有効期間は平成26年６月26日開催予定の当社定時株主総会（以下、

「本定時株主総会」といいます。）終結の時までであることから、当社では、
株主共同の利益及び企業価値の維持・向上の観点から、継続の是非も含めその
あり方について検討してまいりました。
その結果、平成26年５月16日開催の取締役会において、当社定時株主総会に

て株主の皆様のご承認を得ることを条件に現プランを継続することを決定いた
しました。（以下、継続後の対応策を「本プラン」といいます。）。本プラン
の有効期間は、平成29年６月開催予定の当社定時株主総会終結の時までとしま
す。
なお、本プランの導入につきましては、当社のいずれの取締役及び監査役も

本プランの具体的運用が適正に行われることを条件として、同意しております。
また、本プランの継続に当たり、一部語句の修正・整理等を行っております

が、現プランから実質的な内容に変更点はありません。
つきましては、本プランの継続につき株主の皆様にご承認をお願いするもの

であります。

Ⅰ．当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針

当社は、金融商品取引所に株式を上場している会社として、市場における当
社株式の自由な取引を尊重し、特定の者による当社株式の大規模買付行為であ
っても、当社グループの企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に資す
るものである限り、これを一概に否定するものではありません。また、最終的
には株式の大規模買付提案に応じるかどうかは株主の皆様の決定に委ねられる
べきだと考えています。

ただし、株式の大規模買付提案の中には、たとえばステークホルダーとの良
好な関係を保ち続けることができない可能性があるものなど、当社グループの
企業価値ひいては株主共同の利益を損なうおそれのあるものや、当社グループ
の価値を十分に反映しているとは言えないもの、あるいは株主の皆様が最終的
な決定をされるために必要な情報が十分に提供されないものもありえます。

そのような提案に対して、当社取締役会は、株主の皆様から負託された者の
責務として、株主の皆様のために、必要な時間や情報の確保、株式の大規模買
付提案者との交渉などを行う必要があると考えております。
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Ⅱ．基本方針の実現に資する特別な取組み

１．当社の企業価値の源泉
当社は地球の環境問題、食糧需給のアンバランス、飢餓・貧困等諸問題に

大きく関わりを持つ人口爆発に対処すべく、世界市場を舞台に選び、意義あ
る事業を発展させ、真の意味での豊かな社会作りに貢献することを目指して
全社員で日々挑戦しております。

社員のその取組みにおける基本姿勢は、社会変化を素早く、的確に捉え、
ユーザーや消費者の方々が求める高品質、高付加価値の商品・サービスを独
自の発想の開発手法と企画力を駆使して提供することにあります。

また、今まで世に送り出してきた当社製品が象徴するように、他社に安易
に追随する類似製品の上市やマーケティング手法の模倣を極力排除し、ユー
ザーや消費者の方々が求める高品質で個性溢れるユーティリティーの高い製
品・サービスを提供することを念頭に日々業務に当たっております。

当社の発展の尺度については必ずしも量的追求に主眼を置かず、利益の最
大化及びユーザーや消費者並びに株主の皆様の満足度の最大化をその規準と
しております。
従いまして、当社の基本的方針のキーワードは、以下のように表されると

存じます。

・物心両面での豊かな社会作り
・高価値商品・サービスの提供
・利益の最大化
・創造性重視
・社員の自主性の醸成
・柔軟性と即応性を持った経営
・グローバリゼーション対応

昭和９年創業以来、当社に根付いた経営理念や長年にわたり蓄積された開
発・生産・営業に関する技術・知識・ノウハウ、取引先との協力関係、営業
及びそのネットワークなど、当社の主力事業でありますヘルスケア事業やプ
ラスチック製品事業に対する深い理解や造詣が今後の経営においては、一層
ますます重要になってまいります。

当社は変化の激しい現在の社会状況下、確固たる経営基盤とどんな変化に
も対応が可能な体制を継続的に追求してまいります。また、各事業の活動に
ついては経営の集中化及び効率化を進め、創造性の高い製品・サービスの供
給に一層拍車を掛けて取組むことで、他社と差別化できる独自性を強く打ち
出してまいります。一方、コスト面においてもその優位性を発揮すべく、日々
改善の努力をしつつ、システム変更まで視野に入れた抜本的改革にも着手い
たします。
グループ会社の経営に当たっても、グループ全体として有機的に機能すべ

く、グローバリゼーション戦略の実現を継続し、目指します。
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創業以来の当社及び当社グループの取組みの積み重ねが現在の企業価値の
源泉になっており、このような取組みを通じて、企業収益の拡大を図ること
により、取引先、従業員等のステークホルダーとの信頼関係をより強固なも
のにし、中長期的に企業価値ひいては株主共同の利益の向上に資することが
できると考えております。

２．コーポレート・ガバナンスの強化
当社は、コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方として、全社

員一丸となって、社会における企業のあり方・使命を肝に銘じ、株主・消費
者・取引先の信頼をそこなわない、事業活動の向上を目指しております。

よって、当社は、法令を誠実に遵守し、株主利益の最大化に努め、社会的
良識をもって行動することにより、社会貢献、企業価値の向上を図ります。
また、当社は、常務会及び取締役会並びに幹部社員参加の経営会議におい

て、経営の透明性を高め、意思決定のスピードアップにも努めております。
なお、監査役会は、３名を社外監査役とし、監査の独立性を維持し、取締

役の職務執行や意思決定事項を客観的に監査・監視できる体制としており、
加えて内部統制の実効化によりコーポレート・ガバナンスを強化しておりま
す。

Ⅲ．基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定
が支配されることを防止するための取組み

１．本プランの目的
当社取締役会は、当社株式の大規模買付行為を行おうとする者が遵守すべ

きルールを明確にし、株主の皆様が適切な判断をするために必要かつ十分な
情報及び時間、並びに大規模買付行為を行おうとする者との交渉の機会を確
保するために、本プランを継続導入することといたしました。
本プランは、以下のとおり、当社株式の大規模買付行為を行おうとする者

が遵守すべきルールを策定するとともに、一定の場合には当社が対抗措置を
とることによって大規模買付行為を行おうとする者に損害が発生する可能性
があることを明らかにし、これらを適切に開示することにより、当社の企業
価値ひいては株主共同の利益に資さない当社株式の大規模買付行為を行おう
とする者に対して、警告を行うものです。

なお、本プランにおいては、対抗措置の発動等にあたって、当社取締役会
の恣意的判断を排除するため、独立委員会規定（その概要については別紙１
をご参照ください。）に従い、当社社外監査役、又は社外の有識者（実績の
ある会社経営者、官庁出身者、弁護士、公認会計士、税理士若しくは学識経
験者又はこれらに準じる者）で、当社の業務執行を行う経営陣から独立した
者のみから構成される独立委員会（以下、「独立委員会」といいます。）の
勧告を最大限尊重するとともに、株主及び投資家の皆様に適時に情報開示を
行うことにより透明性を確保することとしています。本プラン継続時におけ
る独立委員会の委員には、別紙２に記載の３氏が就任する予定です。
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また、平成26年３月31日現在における当社大株主の状況は、別紙３のとお
りであり、同時点において当社役員及びその関係者等（以下、「役員等」と
いいます。）が所有する株式数割合は22％であります。しかし、当社役員等
は株主としての議決権の行使に関しては独立した関係にあり、それぞれが異
なる判断をすることも尊重されなければなりません。また、当社役員等とい
えども、その各々の事情に基づき今後当社の株式等の譲渡その他の処分をし
ていく可能性は否定できません。

このような状況の中で、この保有割合に迫る割合を所有しようと試みる買
付者等が出現した場合、当該買付者等は、当社経営権の支配意思を表明した
と推認することができ、当社の経営陣は、その責務として、当社の企業価値
が毀損の危機に直面しているか否かを探知しなければなりません。そこで、
買付者等の保有割合が20％以上となる場合、当該買付行為が、企業価値及び
当社株主の皆様方の共同の利益を向上させるか否か、あるいは、毀損させる
か否かを、当社の経営に支障及び混乱が生じる前の早期の段階で見極めるべ
く、買収防衛策として本プランを継続することといたしました。
なお、当社は現時点において当社株式等の大規模買付行為に係る提案を受

けておりません。

２．本プランの内容（基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及
び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組み）

（1）本プランに係る手続き
①　対象となる大規模買付行為
本プランは、以下の(ⅰ)又は(ⅱ)に該当する当社株式等の買付け又は

これに類似する行為（ただし、当社取締役会が承認したものを除きます。
かかる行為を、以下、「大規模買付行為」といいます。）がなされる場
合を適用対象とします。大規模買付行為を行い、又は行おうとする者（以
下、「買付者等」といいます。）は、予め本プランに定められる手続き
に従わなければならないものとします。

（ⅰ）当社が発行者である株式等1について、保有者2の株式等保有割合
3が20％以上となる買付け

（ⅱ）当社が発行者である株式等4について、公開買付け5に係る株式等

の株式等所有割合6及びその特別関係者7の株式等所有割合の合
計が20％以上となる公開買付け

②　「意向表明書」の当社への事前提出
買付者等におきましては、大規模買付行為の実行に先立ち、当社取締

役会に対して、当該買付者等が大規模買付行為に際して本プランに定め
る手続きを遵守する旨の誓約文言等を記載した書面（以下、「意向表明
書」といいます。）を当社の定める書式により提出していただきます。

具体的には、「意向表明書」には、以下の事項を記載していただきま
す。なお、「意向表明書」における使用言語は日本語に限ります。
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（ⅰ）買付者等の概要
（ｲ）氏名又は名称及び住所又は所在地
（ﾛ）代表者の役職及び氏名
（ﾊ）会社等の目的及び事業の内容
（ﾆ）大株主又は大口出資者（所有株式又は出資割合上位10名）　　

の概要
（ﾎ）国内連絡先
（ﾍ）設立準拠法

（ⅱ）買付者等が現に保有する当社の株式等の数、及び「意向表明書」
提出前60日間における買付者等の当社の株式等の取引状況

（ⅲ）買付者等が提案する大規模買付行為の概要（買付者等が大規模買
付行為により取得を予定する当社の株式等の種類及び数、並びに
大規模買付行為の目的（支配権取得若しくは経営参加、純投資若
しくは政策投資、大規模買付行為の後の当社の株式等の第三者へ

の譲渡等、又は重要提案行為等8その他の目的がある場合には、
その旨及び内容。なお、目的が複数ある場合にはそのすべてを記
載していただきます。）を含みます。）

③　「大規模買付情報」の提供
上記②の「意向表明書」をご提出いただいた場合には、買付者等にお

きましては、以下の手順に従い、当社に対して、大規模買付行為に対す
る株主の皆様のご判断のために必要かつ十分な情報（以下、「本必要情
報」といいます。）を提供していただきます。
まず、当社は、買付者等に対して「意向表明書」を提出していただい

た日から10営業日9（初日不算入）以内に、当初提出していただくべき情
報を記載した「情報リスト」を上記②(ⅰ)(ﾎ)の国内連絡先に発送いたし
ますので、買付者等には、かかる「情報リスト」に従って十分な情報を
当社に提出していただきます。

また、上記の「情報リスト」に従い買付者等から提供していただいた
情報では、大規模買付行為の内容及び態様等に照らして、株主の皆様の
ご判断及び当社取締役会の評価・検討等のために不十分であると当社取
締役会が合理的に判断する場合には、合理的な期限を定め、当社取締役
会が別途請求する追加の情報を買付者等から提供していただきます。

なお、大規模買付行為の内容及び態様等にかかわらず、以下の各項目
に関する情報は、原則として「情報リスト」の一部に含まれるものとし
ます。なお、「本必要情報」の提供その他会社への通知、連絡における
使用言語は日本語に限ります。

（ⅰ）買付者等及びそのグループ（共同保有者10、特別関係者及びファ
ンドの場合は各組合員その他の構成員を含みます。）の詳細（沿
革、具体的名称、資本構成、事業内容、財務内容、役員の氏名及
び職歴等を含みます。）
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（ⅱ）大規模買付行為の目的（「意向表明書」において開示していただ
いた目的の詳細）、方法及び内容（経営参画の意思の有無、大規
模買付行為の対価の種類及び金額、大規模買付行為の時期、関連
する取引の仕組み、買付予定の株式等の数及び買付等を行った後
における株式等所有割合、大規模買付行為の方法の適法性を含み
ます。）

（ⅲ）大規模買付行為の対価の算定根拠（算定の前提事実、算定方法、
算定に用いた数値情報及び大規模買付行為に係る一連の取引によ
り生じることが予想されるシナジーの内容、算定の際に第三者の
意見を聴取した場合における当該第三者の名称、意見の概要及び
当該意見を踏まえて金額を決定するに至った経緯を含みます。）

（ⅳ）大規模買付行為の資金の裏付け（資金の提供者（実質的提供者を
含みます。）の具体的名称、調達方法及び関連する取引の内容を
含みます。）

（ⅴ）大規模買付行為に際しての第三者との間における意思連絡の有無
及び意思連絡がある場合はその内容及び当該第三者の概要

（ⅵ）買付者が既に保有する当社の株式等に関する貸借契約、担保契約、
売戻契約、売買の予約その他の重要な契約又は取決め（以下、「担
保契約等」といいます。）がある場合には、その契約の種類、契
約の相手方及び契約の対象となっている株式等の数量等の当該担
保契約等の具体的内容

（ⅶ）買付者等が大規模買付行為において取得を予定する当社の株式等
に関し担保契約等の締結その他第三者との間の合意の予定がある
場合には、予定している合意の種類、契約の相手方及び契約の対
象となっている株式等の数量等の当該合意の具体的内容

（ⅷ）大規模買付行為の後における当社及び当社グループの経営方針、
事業計画、資本政策及び配当政策

（ⅸ）大規模買付行為の後における当社の従業員、労働組合、取引先、
顧客及び地域社会その他の当社に係る利害関係者の処遇等の方針

（ⅹ）当社の他の株主との利益相反を回避するための具体的方策

なお、当社取締役会は、買付者等から大規模買付行為の提案がなされた
事実とその概要、「意向表明書」の概要、「本必要情報」の概要及びその
他の情報のうち株主及び投資家の皆様のご判断に必要であると認められ
る情報がある場合には、適切と判断する時点で開示いたします。
当社取締役会は、買付者等より提出を受けた全ての情報を独立委員会に

提供し、独立委員会は、提供された内容が「本必要情報」として不十分で
あると判断した場合には、取締役会を通して、買付者等に対して、本必要
書類を追加的に提出するよう求めることがあります。
当社取締役会及び独立委員会が、買付者等による「本必要情報」の提案

が十分になされたと認めた場合には、当社取締役会は、その旨を買付者等
に通知（以下、「情報提供完了通知」といいます。）するとともに、速や
かにその旨を開示いたします。
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④　取締役会評価期間の設定等
当社取締役会は、情報提供完了通知を行った後、大規模買付行為の評価

の難易度等に応じて、以下の(ⅰ)又は(ⅱ)の期間（いずれも初日不算入）
を、当社取締役会による評価、検討、交渉、意見形成及び代替案立案のた
めの期間（以下、「取締役会評価期間」といいます。）として設定しま
す。

（ⅰ）対価を現金（円貨）のみとする公開買付けによる当社全株式等
を対象とする公開買付けの場合には最大で60日間

（ⅱ）その他の大規模買付行為の場合には最大で90日間
ただし、上記(ⅰ)(ⅱ)いずれにおいても、取締役会評価期間は取締役会

が必要と認める場合には延長できるものとし、その場合は、具体的延長期
間及び当該延長期間が必要とされる理由を買付者等に通知するとともに
株主及び投資家の皆様に開示いたします。また、延長の期間は最大30日間
とします。

当社取締役会は、取締役会評価期間内において、必要に応じて適宜外部
専門家等の助言を得ながら、買付者等から提供された「本必要情報」を十
分に評価・検討し、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上の観点
から、買付者等による大規模買付行為の内容の検討等を行うものとしま
す。当社取締役会は、これらの検討等を通じて、大規模買付行為に関する
当社取締役会としての意見を慎重にとりまとめ、買付者等に通知するとと
もに、適時かつ適切に株主及び投資家の皆様に開示いたします。また、必
要に応じて、買付者等との間で大規模買付行為に関する条件・方法につい
て交渉し、更に、当社取締役会として、株主の皆様に代替案を提示するこ
ともあります。

⑤　対抗措置の発動に関する独立委員会の勧告
独立委員会は、取締役会評価期間内に、上記④の当社取締役会による評

価、検討、交渉、意見形成及び代替案立案と並行して、以下の手続きに従
い、当社取締役会に対して対抗措置の発動の是非に関する勧告を行うもの
とします。その際、独立委員会の判断が当社の企業価値・株主共同の利益
の確保・向上に資するようになされることを確保するために、独立委員会
は、当社の費用で、当社の業務執行を行う経営陣から独立した第三者（投
資銀行、証券会社、フィナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護
士、コンサルタントその他の専門家を含みます。）の助言を得ることがで
きるものとします。なお、独立委員会が当社取締役会に対して以下の(ⅰ)
又は(ⅱ)に定める勧告をした場合には、当社取締役会は、当該勧告の事実
とその概要を速やかに情報開示いたします。また、その他当社取締役会が
適切と判断する事項についても、速やかに情報開示いたします。
（ⅰ）買付者等が本プランに定める手続きを遵守しない場合

独立委員会は、買付者等が本プランに定める手続きを遵守しなかっ
た場合、原則として、当社取締役会に対し対抗措置の発動を勧告しま
す。
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（ⅱ）買付者等が本プランに定める手続きを遵守した場合
独立委員会は、買付者等が本プランに定める手続きを遵守した場合

には、原則として、当社取締役会に対して対抗措置の不発動を勧告し
ます。
ただし、本プランに定める手続きが遵守されている場合であっても、

別紙４に掲げる行為等が意図されており、当該買付等が当社の企業価
値・株主共同の利益を著しく損なうものであると認められる場合には、
本対応の例外的措置として、対抗措置の発動を勧告することがありま
す。

⑥　取締役会の決議
当社取締役会は、上記⑤に定める独立委員会の勧告を最大限尊重するも

のとし、かかる勧告を踏まえて当社の企業価値・株主共同の利益の確保・
向上という観点から取締役会評価期間の期間内に速やかに対抗措置の発
動又は不発動の決議を行うものとします。
当社取締役会は、独立委員会が対抗措置の発動を勧告するに際して、当

該発動に関して事前に株主意思の確認を行うべき旨の留保を付した場合、
実務上開催が著しく困難な場合を除き、実務上可能な限り速やかに当社株
主総会を招集し、対抗措置の発動に関する議案を付議するものとします。
当社取締役会は、当該株主総会において当該議案が可決された場合には、
株主総会における決定に従い、対抗措置の発動に関する決議を行い、当該
株主総会において、当該議案が否決された場合には、対抗措置の不発動に
関する決議を行うものとします。
当社取締役会は、上記の決議を行った場合には、法令等及び金融商品取

引所規則に従って、速やかに、当該決議の概要その他当社取締役会が適切
と判断する事項について、情報開示を行います。

⑦　対抗措置の中止又は発動の停止
当社取締役会が上記⑥の手続きに従い対抗措置の発動を決議した後又

は発動後においても、(ⅰ)買付者等が大規模買付行為を中止した場合又は
(ⅱ)対抗措置を発動するか否かの判断の前提となった事実関係等に変動
が生じ、かつ、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上という観点
から発動した対抗措置を維持することが相当でないと認められる状況に
至った場合には、当社取締役会は、対抗措置の中止又は発動の停止を行う
ものとします。
当社取締役会は、上記決議を行った場合、速やかに、当該決議の概要そ

の他当社取締役会が適切と判断する事項について、情報開示を行います。

⑧　大規模買付行為の開始
買付者等は、本プランに規定する手続きを遵守するものとし、取締役会

において対抗措置の発動又は不発動に関する決議がなされるまでは大規
模買付等を開始することはできないものとします。
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（2）本プランにおける対抗措置の具体的内容
当社取締役会が上記（1）⑥に記載の決議に基づき発動する対抗措置として

は、原則として、新株予約権（以下、「本新株予約権」といいます。）の無
償割当てを行うこととします。ただし、会社法その他の法令及び当社の定款
上認められるその他の対抗措置を発動することが適当と判断される場合には
当該その他の対抗措置を用いることもあります。
本新株予約権の無償割当ての概要は、別紙５「新株予約権無償割当ての概

要」に記載のとおりといたします。
当社取締役会は、対抗措置の発動を決議した後又は発動後においても、上

記（1）⑦に記載のとおり、対抗措置の中止又は発動の停止を決定することが
あります。対抗措置として当社取締役会が本新株予約権の無償割当てを決議
した場合において、買付者等が大規模買付行為を中止し、当社取締役会が上
記（1）⑦に記載の決議を行った場合には、本新株予約権の無償割当てについ
て設定した基準日に係る権利落ち日の前日までにおいては本新株予約権の無
償割当てを中止し、本新株予約権の無償割当ての効力発生日以後本新株予約
権の行使期間の開始日の前日までにおいては当社が無償で本新株予約権を取
得する等の方法で、対抗措置の発動を停止することができるものとします。

（3）本プランの有効期間、廃止及び変更
本プランの有効期間は、本定時株主総会において承認が得られた場合には、

当該承認が得られた時から、平成29年６月開催予定の定時株主総会終結の時
までとします。
ただし、かかる有効期間の満了前であっても、当社の株主総会において本

プランの変更又は廃止の決議がなされた場合には、本プランは当該決議に従
い、その時点で変更又は廃止されるものとします。また、当社の株主総会で
選任された取締役で構成される取締役会により本プランの廃止の決議がなさ
れた場合には、本プランはその時点で廃止されるものとします。

なお、当社取締役会は、会社法、金融商品取引法、その他の法令若しくは
金融商品取引所規則の変更又はこれらの解釈・運用の変更、又は税制、裁判
例等の変更により合理的に必要と認められる範囲で独立委員会の承認を得た
上で、本プランを修正し、又は変更する場合があります。

当社は、本プランが廃止又は変更された場合には、当該廃止又は変更の事
実及び（変更の場合には）変更内容その他当社取締役会が適切と認める事項
について、情報開示を行います。

３．本プランの合理性
（1）買収防衛策に関する指針の要件を全て充足していること

本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した「企業
価値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防衛策に関する指針」の
定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前開示・
株主意思の原則、必要性・相当性確保の原則）を全て充足しており、かつ、
企業価値研究会が平成20年６月30日に発表した「近時の諸環境の変化を踏ま
えた買収防衛策の在り方」を踏まえております。
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（2）当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上の目的をもって継続され
ていること

本プランは、上記１．に記載のとおり、当社株式等に対する大規模買付行
為がなされた際に、当該大規模買付行為に応じるべきか否かを株主の皆様が
ご判断し、あるいは当社取締役会が代替案を提示するために必要な情報や期
間を確保し、株主の皆様のために買付者等と交渉を行うこと等を可能とする
ことにより、当社の企業価値・株主共同の利益を確保し、向上させるという
目的をもって継続されるものです。

（3）株主意思を重視するものであること
当社は、本プランを本定時株主総会における株主の皆様のご承認を条件と

して継続するものです。
また、上記２．（3）に記載したとおり、本定時株主総会においてご承認い

ただいた後も、その後の当社株主総会において本プランの変更又は廃止の決
議がなされた場合には、本プランも当該決議に従い変更又は廃止されること
になります。従いまして、本プランの継続、変更及び廃止には、株主の皆様
のご意思が十分反映される仕組みとなっています。

（4）独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示
当社は、本プランにおいて、当社取締役会の恣意的判断を排除するため、

対抗措置の発動等を含む本プランの運用に関する決議及び勧告を客観的に行
う取締役会の諮問機関として独立委員会を設置しております。

独立委員会は、当社の業務執行を行う経営陣から独立している、当社の社
外監査役又は社外有識者（実績のある会社経営者、官庁出身者、弁護士、公
認会計士、税理士若しくは学識経験者等）から選任される委員３名以上によ
り構成されます。（なお、本プランにおける独立委員会の委員には、別紙２
に記載の３氏が就任する予定です。）
また、当社は、必要に応じ独立委員会の判断の概要について株主及び投資

家の皆様に適時に情報開示を行うこととし、当社の企業価値・株主共同の利
益に資するよう本プランの透明な運営が行われる仕組みを確保しております。

（5）合理的な客観的発動要件の設定
本プランは、上記２．（1）に記載のとおり、合理的かつ客観的な発動要件

が充足されなければ発動されないように設定されており、当社取締役会によ
る恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しております。

（6）デッドハンド型買収防衛策ではないこと
上記２．（3）に記載のとおり、本プランは、当社の株主総会で選任された

取締役で構成される取締役会により、いつでも廃止することができるものと
されております。従って、本プランは、デッドハンド型買収防衛策（取締役
会の構成員の過半数を交代させても、なお発動を阻止できない買収防衛策）
ではありません。
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４．株主の皆様への影響
（1）本プランの継続時に株主及び投資家の皆様に与える影響

本プランの継続時には、本新株予約権の発行自体は行われません。従って、
本プランがその継続時に株主及び投資家の皆様の有する当社株式に係る法的
権利及び経済的利益に対して直接具体的な影響を与えることはありません。
なお、上記の２．（1）に記載のとおり、買付者等が本プランを遵守するか

否か等により当該買付行為に対する当社の対応方針が異なりますので、株主
及び投資家の皆様におかれましては、買付者等の動向にご注意ください。

（2）本新株予約権の無償割当て時に株主の皆様に与える影響
当社取締役会が対抗措置の発動を決定し、本新株予約権の無償割当てを行

う場合には、別途定める割当て期日における株主名簿に記録された株主の皆
様に対し、その保有する株式１株につき本新株予約権２個を上限とした割合
で、本新株予約権が無償にて割当てられます。このような仕組み上、本新株
予約権の無償割当て時においても、株主の皆様が保有する当社株式１株当た
りの経済的価値の希釈化は生じるものの保有する当社株式全体の経済的価値
の希釈化は生じず、また当社株式１株当たりの議決権の希釈化は生じないこ
とから、株主の皆様の有する当社株式に係る法的権利及び経済的利益に対し
て直接具体的な影響を与えることは想定しておりません。

ただし、買付者等につきましては、この対抗措置の発動により、結果的に、
法的権利又は経済的利益に何らかの影響が生じる場合があります。

なお、当社取締役会が、本新株予約権の無償割当ての決議をした場合であ
っても、上記２．（1）⑦に記載の手続き等に従い当社取締役会が発動した対
抗措置の中止又は発動の停止を決定した場合には、当社株式の株価に相応の
変動が生じる可能性があります。たとえば、本新株予約権の無償割当てを受
けるべき株主が確定した後において、当社が対抗措置の発動の停止を実施し
本新株予約権を無償取得して新株を交付しない場合には、株主の皆様が保有
する当社株式１株当たりの経済的価値の希釈化は生じないことになるため、
当社株式１株当たりの経済的価値の希釈化が生じることを前提にして売買を
行った株主及び投資家の皆様は、株価の変動により損害を被る可能性がある
点にご留意ください。
また、本新株予約権の行使又は取得に関して差別的条件を付す場合には、

当該行使又は取得に際して、買付者等の法的権利、経済的利益に影響が生じ
ることが想定されますが、この場合であっても、買付者等以外の株主及び投
資者の皆様の有する当社株式に係る法的権利及び経済的利益に対して直接具
体的な影響を与えることは想定しておりません。

（3）本新株予約権の無償割当てに伴って株主の皆様に必要となる手続き
本新株予約権の無償割当て期日における最終の株主名簿に記録された株主

の皆様は、当該新株予約権の無償割当ての効力発生日において、当然に新株
予約権者となるため、申込みの手続きは不要です。
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なお、株主の皆様には、新株の取得のために所定の期間内に本新株予約権
を行使していただく必要が生じる可能性があります。（その際には一定の金
銭の払込みを行っていただきます。）

以上のほか、割当て方法、行使の方法及び当社による取得の方法等の詳細
については、本新株予約権の無償割当てに関する当社取締役会の決議が行わ
れた後、当社は、その手続きの詳細に関して、法令及び金融商品取引所規則
に基づき、適時かつ適切に開示又は通知を行いますので当該開示又は通知の
内容をご確認ください。

以 上
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別紙１

独立委員会規定の概要

１．独立委員会は、当社取締役会の決議により、大規模買付行為への対抗措置の

発動等に関する取締役会の恣意的判断を排し、取締役会の判断及び対応の客

観性及び合理性を担保することを目的として、取締役会の諮問機関として、

設置される。

２．独立委員は、３名以上とし、当社の業務執行を行う経営陣から独立した、(1)

社外監査役、又は(2)社外有識者（実績のある会社経営者、官庁出身者、弁護

士、公認会計士、税理士、学識経験者又はこれらに準じる者）のいずれかに

該当する者の中から、当社取締役会の決議に基づき選任される。なお、当社

は、独立委員との間で、善管注意義務及び秘密保持義務に関する規定を含む

契約を締結する。

３．独立委員会の委員の任期は、選任の時から３年以内に終了する事業年度のう

ち最終のものに関する定時株主総会の終結の日又は別途当該独立委員と当社

が合意した日までとする。ただし、当社取締役会の決議により別段の定めを

した場合はこの限りではない。

４．独立委員会は、当社代表取締役又は各独立委員が招集する。

５．独立委員会の議長は、各独立委員の互選により選定される。

６．独立委員会の決議は、原則として、独立委員全員が出席し、その過半数をも

ってこれを行う。ただし、独立委員のいずれかに事故があるとき、その他特

段の事由があるときは、独立委員の過半数が出席し、その過半数をもってこ

れを行う。
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７．独立委員会は、以下の各号に記載される事項について審議の上決議し、その

決議内容を、理由を付して当社取締役会に対して勧告する。

(1) 本プランに係る対抗措置の発動の是非

(2) 本プランに係る対抗措置の中止又は発動の停止

(3) 本プランの廃止及び変更

(4) その他、本プランに関連して当社取締役会が任意に独立委員会に諮問

する事項

各独立委員は、独立委員会における審議及び決議においては、専ら当社の企

業価値・株主共同の利益に資するか否かの観点からこれを行うことを要し、

自己又は当社の経営陣の個人的利益を図ることを目的としてはならない。

８．独立委員会は、必要に応じて、当社の取締役、監査役又は従業員その他必要

と認める者を出席させ、独立委員会が求める事項に関する意見又は説明を求

めることができる。

９．独立委員会は、その職務の遂行に当たり、当社の費用で、当社の業務執行を

行う経営陣から独立した外部専門家（投資銀行、証券会社、フィナンシャ

ル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタントその他の専門家を

含む。）から助言を得ることができる。

以　上
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別紙２

独立委員会委員候補者の略歴（五十音順）

［氏名］大平　智治（おおひら　ともはる）

　　　　（昭和53年２月21日生）

［略歴］平成14年９月　新日本アーンスト　アンド　ヤング税理士法人入所

平成22年７月　應和税理士法人入所

平成22年７月　同税理士法人代表社員

（現在に至る）

［氏名］鹿内　徳行（しかない　のりゆき）

　　　　（昭和23年７月14日生）

［略歴］昭和49年３月　弁護士登録、Seward & Kissel法律事務所（米国ニューヨ

ーク市）勤務

昭和52年４月　鹿内法律事務所（現京橋法律事務所）開設

（現在に至る）

［氏名］三沢　博之（みさわ　ひろゆき）

　　　　（昭和13年３月27日生）

［略歴］平成９年５月　三友食品㈱専務取締役

平成13年６月　三国コカ・コーラボトリング㈱顧問

平成14年６月　当社社外監査役

（現在に至る）

以　上
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別紙３

当社の大株主の株式保有状況

平成26年３月31日現在の当社の大株主の状況は以下のとおりです。

氏名又は名称 住所
所有株式

数(千株)

発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合(％)

大 　 跡 　 一 　 郎 東京都調布市 1,060 9.70

大 　 跡 　 典 　 子 東京都世田谷区 984 9.00

株 式 会 社 横 浜 銀 行 横浜市西区みなとみらい３－１－１ 536 4.91

三菱UFJ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１－４－５ 410 3.75

相 模 産 業 株 式 会 社 東京都千代田区神田小川町２－８ 324 2.96

田 　 中 　 　 　 都 神奈川県厚木市 216 1.97

株 式 会 社 八 千 代 銀 行 東京都新宿区新宿５－９－２ 200 1.83

関 　 根 　 千 代 子 東京都板橋区 120 1.10

林 　 　 　 　 　 豊 神奈川県愛甲郡愛川町 101 0.92

凸 版 印 刷 株 式 会 社 東京都台東区台東１－５－１ 100 0.91

株 式 会 社 神 奈 川 銀 行 横浜市中区長者町９－１６６ 100 0.91

合　　　　　　　　　　計 ― 4,153 37.97

以　上
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別紙４

当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損なうと認められる類型

１．買付者等が真に会社経営に参加する意思がないにもかかわらず、ただ株価を

つり上げて高値で当社の株式を当社又は当社関係者に引き取らせる目的で当

社の株式の取得を行っている又は行おうとしている者（いわゆるグリーンメ

イラー）であると判断される場合

２．当社の会社経営を一時的に支配して当社又は当社グループ会社の事業経営上

必要な知的財産権、ノウハウ、企業秘密情報、主要取引先又は顧客等の当社

又は当社グループ会社の資産を当該買付者等又はそのグループ会社等に移転

する目的で当社の株式の取得を行っていると判断される場合

３．当社の会社経営を支配した後に、当社又は当社グループ会社の資産を当該買

付者等又はそのグループ会社等の債務の担保や弁済原資として流用する目的

で、当社の株式の取得を行っていると判断される場合

４．当社の会社経営を一時的に支配して、当社又は当社グループ会社の事業に当

面関係していない不動産、有価証券等の高額資産等を売却等により処分させ、

その処分利益をもって一時的に高配当をさせるかあるいはかかる一時的高配

当による株価の急上昇の機会を狙って当社の株式の高価売り抜けをする目的

で当社の株式の取得を行っていると判断される場合

５．買付者等の提案する当社の株式の買付方法が、いわゆる強圧的二段階買収（最

初の買付けで当社の株式の全部の買付けを勧誘することなく、二段階目の買

付条件を不利に設定し、あるいは明確にしないで、公開買付け等の株式の買

付等を行うことをいいます。）等の、株主の皆様の判断の機会又は自由を制

約し、事実上、株主の皆様に当社の株式の売却を強要するおそれがあると判

断される場合
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６．買付者等の提案する当社の株式の買付条件（買付対価の種類及び金額、当該

金額の算定根拠、その他の条件の具体的内容（当該取得の時期及び方法を含

みます。）、違法性の有無並びに実現可能性等を含むがこれらに限られませ

ん。）が、当社の企業価値に照らして著しく不十分又は不適切なものである

と判断される場合

７．買付者等による支配権の取得により、当社株主はもとより、当社企業価値の

源泉である顧客、従業員その他の利害関係者との関係を破壊し、当社の企業

価値・株主共同の利益の著しい毀損が予想されるなど、当社の企業価値・株

主共同の利益の確保又は向上を著しく妨げるおそれがあると判断される場合

８．買付者等が支配権を取得する場合の当社の企業価値が、中長期的な将来の企

業価値との比較において、当該買付者等が支配権を取得しない場合の当社の

企業価値に比べ、著しく劣後すると判断される場合

９．買付者等が公序良俗の観点から当社の支配株主として著しく不適切であると

　　判断される場合

10．その他１．から９．までに準じる場合で、当社の企業価値・株主共同の利益

を著しく損なうと判断される場合

以　上
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別紙５

新株予約権無償割当ての概要

１．本新株予約権の割当総数

本新株予約権の割当総数は、本新株予約権の無償割当てに関する取締役会

決議（以下、「本新株予約権無償割当て決議」といいます。）において当社

取締役会が別途定める一定の日（以下、「割当て期日」といいます。）にお

ける当社の最終の発行済株式総数（ただし、同時点において当社の有する当

社株式の数を除きます。）の２倍の数を上限として、当社取締役会が本新株

予約権無償割当て決議において別途定める数とします。

２．割当対象株主

割当て期日における最終の株主名簿に記録された株主に対し、その所有す

る当社普通株式（ただし、同時点において、当社の有する当社株式を除きま

す。）１株につき２個を上限として、当社取締役会が本新株予約権無償割当

て決議において別途定める割合で本新株予約権の無償割当てをします。

３．本新株予約権の無償割当ての効力発生日

　本新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別途定める日としま

す。

４．本新株予約権の目的である株式の種類及び数

本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、本新株予約権

１個当たりの目的である株式の数（以下、「対象株式数」といいます。）は、

１株を上限として当社取締役会が本新株予約権無償割当て決議において別途

定める数とします。ただし、当社が株式の分割又は株式の併合等を行う場合

は、所要の調整を行うものとします。

５．本新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及び価格

本新株予約権の行使に際してする出資の目的は金銭とし、本新株予約権の

行使に際して出資される財産の当社普通株式１株当たりの金額は１円以上で、

当社取締役会が本新株予約権無償割当て決議において別途定める額とします。
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６．本新株予約権の譲渡制限

本新株予約権の譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとしま

す。

７．本新株予約権の行使条件

(1)特定大量保有者11、(2)特定大量保有者の共同保有者、(3)特定大量買付

者12、(4)特定大量買付者の特別関係者、若しくは(5)これら(1)から(4)まで

の者から本新株予約権を当社取締役会の承認を得ることなく譲受け若しくは

承継した者、又は、(6)これら(1)から(5)までに該当する者の関連者13（これ

らの者を総称して、以下、「非適格者」といいます。）は、本新株予約権を

行使することができないものとします。なお、本新株予約権の行使条件の詳

細については、本新株予約権無償割当て決議において別途定めるものとしま

す。

８．当社による本新株予約権の取得

当社は、当社取締役会が別途定める日において、非適格者以外の者が所有

する本新株予約権を取得し、これと引き換えに本新株予約権１個につき対象

株式数の当社普通株式を交付することができるものとします。なお、本新株

予約権の取得条件の詳細については、本新株予約権無償割当て決議において

別途定めるものとします。

９．対抗措置発動の停止等の場合の無償取得

当社取締役会が、対抗措置の発動を停止した場合、その他本新株予約権無

償割当て決議において当社取締役会が別途定める場合には、当社は、本新株

予約権の全部を無償にて取得することができるものとします。

10．本新株予約権の行使期間等

本新株予約権の行使期間その他必要な事項については、当社取締役会が本

新株予約権無償割当て決議において別途定めるものとします。

以　上
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（注）

１ 金融商品取引法第27条の23第１項に規定される「株券等」を意味するものとします。以下、別段の定めがない限り同じ

とします。なお、本プランにおいて引用される法令等に改正（法令名の変更や旧法令等を継承する新法令等の制定を含

みます。）があった場合には、本プランにおいて引用される法令等の各条項は、当社取締役会が別途定める場合を除

き、当該改正後においてこれらの法令等の各条項を実質的に継承する法令等の各条項に読み替えられるものとします。

２ 金融商品取引法第27条の23第１項に規定される保有者をいい、同条第３項に基づき保有者に含まれる者を含みます。

３ 金融商品取引法第27条の23第４項に規定される「株券等保有割合」を意味するものとします。以下同じとします。

４ 金融商品取引法第27条の２第１項に規定される「株券等」を意味するものとします。以下、(ⅱ)において同じとしま

す。

５ 金融商品取引法第27条の２第６項に定義されます。以下同じとします。

６ 金融商品取引法第27条の２第８項に規定される「株券等所有割合」を意味するものとします。以下同じとします。

７ 金融商品取引法第27条の２第７項に定義される特別関係者をいいます。ただし、同項第１号に掲げる者については、発

行者以外の者による株券等の公開買付けの開示に関する内閣府令第３条第２項で定める者を除きます。以下同じとし

ます。

８ 金融商品取引法第27条の26第１項、金融商品取引法施行令第14条の８の２第１項、及び株券等の大量保有の状況の開示

に関する内閣府令第16条に規定される重要提案行為等をいいます。以下、別段の定めがない限り同じとします。

９ 営業日とは、行政機関の休日に関する法律第１条第１項各号に掲げる日以外の日をいいます。以下同じとします。

10 金融商品取引法第27条の23第５項に定義される共同保有者をいい、同条第６項に基づき共同保有者とみなされると当社

取締役会が認めた者を含みます。以下同じとします。

11 当社が発行者である株式等の保有者で、当該株式等に係る株式等保有割合が20％以上である者、又は、これに該当する

こととなると当社取締役会が認める者をいいます。ただし、その者が当社の株式等を取得・保有することが当社の企業

価値・株主共同の利益に反しないと当社取締役会が認めた者、その他本新株予約権無償割当て決議において当社取締役

会が別途定める者は、これに該当しないこととします。

12 公開買付けによって当社が発行者である株式等（金融商品取引法第27条の２第１項に定義される株券等を意味します。

以下、本注において同じとします。）の買付け等（金融商品取引法第27条の２第１項に定義される買付け等を意味しま

す。以下、本注において同じとします。）を行う旨の公告を行った者で、当該買付け等の後におけるその者の所有（こ

れに準ずるものとして金融商品取引法施行令第７条第１項に定めるものを含みます。）に係る株式等の株式等所有割合

がその者の特別関係者の株式等所有割合と合計して20％以上となる者、又は、これに該当することとなると当社取締役

会が認める者をいいます。ただし、その者が当社の株式等を取得・保有することが当社の企業価値・株主共同の利益に

反しないと当社取締役会が認めた者、その他本新株予約権無償割当て決議において当社取締役会が別途定める者は、こ

れに該当しないこととします。

13 ある者の「関連者」とは、実質的にその者を支配し、その者に支配され若しくはその者と共同の支配下にある者（当社

取締役会がこれらに該当すると認めた者を含みます。）、又はその者と協調して行動する者として当社取締役会が認め

た者をいいます。なお、「支配」とは、他の会社等の「財務及び事業の方針の決定を支配している場合」（会社法施行

規則第３条第３項に定義される場合をいいます。）をいいます。
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（ご参考）

本プランの手続きに関するフロー図

買付者等の出現

意向表明書、本必要情報の提出を要請

取締役会

取締役会評価期間
（原則、最大60日若しくは最大90日）

対抗措置の発動
（取締役会にて発動を決議）

対抗措置の不発動
（取締役会にて不発動を決議）

取締役会評価期間
不遵守の買付け

勧告を
最大限尊重

勧告を
最大限尊重

企業価値・株主共同の利益
を著しく損なう 企業価値・株主共同の利益を

著しく損なわない

株主意思の確認を行
うべき旨の留保

発動可決 発動否決

独立委員会による
検討

取締役会による評価、
意見形成、代替案立案等

本プランに定める手続きを
遵守しない場合

(意向表明、本必要情報の不提出)

本プランに定める手続きを
遵守した場合

（意向表明、本必要情報の提出）

独立委員会による
発動の勧告

株主意思確認総会の
開催

独立委員会による
不発動の勧告

※本図は本プランの概要をわかりやすく表示したものです。具体的なプランの内

容については本文をご参照ください。
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株主総会会場ご案内図

会　場　当社　本社会議室

神奈川県厚木市元町２番１号

電話　046-221-2311

厚木市役所

サンクス

イオン

シティ
プラザ

セブンイレブン

ミロード１

ミロード２

厚木小学校

中央公園

厚木市役所

ファミリーマート

ミロード２

ミロード１

小田急 本厚木

本社

シティ
プラザ

イオン

セブンイレブン
レンブラント
ホテル厚木

ＮＴＴ

サンクス

本社正門

元町

中町

東口

（交通のご案内）

小田急線　本厚木駅東口より徒歩15分


